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研
究
ノ
ー
ト
なぜ学校選択制を廃止・見直ししたのか　―
前橋市・江東区の事例から―
武　石　典　史
本稿は、全国レベルでの学校選択制の普及過程をふまえたうえで、選択制を廃止・見直しした前橋市、江東区を事
例にその諸要因・諸背景を検討するものである。
学校選択制は二〇〇〇年前後から普及しはじめたものの、二〇一〇年頃にはその勢いに鈍りがみられるようになっ
た。こうしたなか、両自治体はいちはやく選択制の見直し・廃止を表明したが、その背後では、性格が異なる双方で
同じような問題が顕在化していた。すなわち、学校選択制のマイナス面や副作用は、どのような自治体においても発
生しうるということである
いま、何よりもわれわれに必要なのは、「
教育ニー
ズ」
に応えていくことではなく、現場教員のリアルな声や経験
を、そして研究者の冷静な知見を教育政策の論議に反映させていくための回路である、といえよう。
（
キー
ワー
ド）
学校選択制、教育改革、保護者のニー
ズ
は
じ
め
に
本稿では、学校選択制の普及過程を整理しつつ、選択制を廃止した自治体に
おけるその諸要因・諸背景を検討する。そのうえで教育改革をとらえる視点に
ついて考察したい。
周知のように、学校選択制とは通学区域内にある学校（
指定校）
だけでなく、
指定校以外からも就学する学校を選択できる制度のことである。わが国では二
〇〇〇年前後から、その普及を求める声が高まっ
た。
その代表的なものをいくつか挙げてみよう。たとえば、保護者（
国民）
を
「
選ぶ権利を有する教育サー
ビスの消費者」
と位置付けつつ、その消費者の評価
から学校間競争、切磋琢磨が生まれ、「
教育サー
ビス」
が向上すると主張するも
のである�１�。あるいは、選択肢が限定的で画一的な教育が子供の可能性を摘んで
いるとの認識のもと、多様化をもたらす（
評価とセッ
トになっ
た）
学校選択制
が子供たちにとっ
て有益なものとなる、という論調もそのひとつである�２�。
こうした見解に対し、批判がなされなかっ
たわけではない。たとえば市川昭
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午は、学校教育は完成された商品ではなく、関係者が協力して作りあげる「
共
同作品」
としたうえで、教職員と保護者（
児童生徒）
は売り手と買い手の関係
にはなく、共同生産者の関係にあるとする。また、教育内容の共通性が義務教
育の必須要件であるため、商品化の前提である差異化は困難であると断ずる�３�。
このように、その是非が論争化するなかで、二〇〇八年に群馬県前橋市と東
京都江東区が、すでに実施していた学校選択制の見直しを表明した。順調にみ
えた選択制がなぜ、見直されなければいけなかっ
たのだろうか。
本稿は、選択制の是非を論じるものではない。前橋市、江東区という規模や
地理的状況が大きく異なっ
た二つのエリアで何が起きていたのかを解明するこ
とをとおして、今後われわれが学校選択制をはじめとする教育改革を分析する
際に不可欠な観点を考察するものである。
以下、第一章では学校選択制をめぐる政治的動向に力点を置きながら、その
導入・普及・見直しの過程を押さえ、第二章では市・区議会での議論にも着目
しながら、前橋市、江東区が学校選択制を廃止・縮小するにいたっ
た要因を検
討する。最後にこれらをふまえ、教育政策の論議のありかたについて考えてみ
たい。
第
一
章
　
学
校
選
択
制
の
導
入
と
普
及
、
見
直
し
の
過
程
第一節　臨教審以後の二〇年
義務教育段階である小中学校に、保護者による選択制を導入しようとする論
議がはじめて公の場でなされたのは、一九八四年に設けられた臨時教育審議会
においてである。中曽根康弘内閣は日本社会が直面していた行財政の行き詰ま
りを「
規制緩和」
、「
自由化」
によっ
て打開しようと試みていたが、臨教審が提
案した、学校選択制に向けた通学区域制度の見直しも、この一環だっ
た�４�。文部
省が消極的姿勢だっ
たため臨教審答申がすぐさま具体化されることはなかっ
た
ものの、一九九〇年代半ば以降、自由化や規制緩和の徹底化を求める声が政財
界で高まり、実現化路線へと旋回していくことになる。
一九九六年一二月、行政改革委員会は「
規制緩和の推進に関する意見（
第２
次）」
のなかで、学校選択の弾力化に向けた取り組みを行うよう提言、これより
先、同年一〇月には経団連も「
規制の撤廃・緩和等に関する要望」
で、同様の
見解を示していた。これらを受けて、文部省は慎重な態度を堅持しつつも何ら
かの動きをみせる必要に迫られ、翌九七年一月に「
通学区域制度の弾力的な運
用について」
とする通知を発し、各都道府県教育委員会に通学区域の弾力化に
つとめるように呼びかける。それまで、児童・生徒は教育委員会が指定する学
校への通学が原則とされていたが、本通知を境にこの枠組みは大きく揺らぎ始
めた。まず、三重県紀宝町が一九九八年から学校選択制を実施、二〇〇〇年には東
京都品川区がこれに続いたことで、この制度およびその名称が広く知られるこ
とになる。二〇〇〇年に設置された教育改革国民会議では新たな進展はみられ
なかっ
たものの、「
通学区域の一層の弾力化を含め、学校選択の幅を広げる」
と
路線継続が確認された�５�。
小選挙区制導入に伴っ
て、一九九〇年代半ば以降、首相（
党首＝
自民党総裁）
および内閣の実質的権限が強まっ
た。すなわち、自民党（
とりわけ族議員）
や
省庁の意向にとらわれない、官邸主導・政治主導での政策決定が容易になっ
た
のである�６�。教育政策も例外ではなく、文部省が乗り気でなくとも政策化が進行
した。二〇〇一年に首相に就任した小泉純一郎は、この権限を存分に行使し、諸改
革を断行していく。新自由主義的な改革を志向する勢力で構成された審議会を
内閣府に設け、そのメンバー
の性格・意向を色濃く反映した提言を閣議決定と
いうプロセスを経て既定方針化し、そのうえで文科省に具体化と実行を指令す
る、というパター
ンである。
学校選択制の推進を強く促す文言が盛り込まれた、総合規制改革会議「
規制
改革推進３か年計画（
改定）」
が二〇〇二年三月に閣議決定、これを受けて、二
〇〇三年には学校教育法施行令の一部が改正され、市区町村の教育委員会の判
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断によっ
て学校選択制を導入できることが明記されるにいたっ
た。この頃から
改革推進派は学校選択制を以下の二つの教育政策と結び付けて普及させようと
努めはじめた。
それは第一に、学校評価との組み合わせである�７�。総合規制改革会議は、「
規制
改革の推進に関する第１次答申」（
二〇〇一年一二月）
において、学校評価と学
校選択をセッ
トにした改革論をはじめて提示した。以降、前者の徹底化（
外部
評価、義務化等）
を通して後者が効果的に機能する条件を作り出そうとする動
きが活発化していく。
規制改革・民間開放推進会議は、二〇〇五年一二月に「
児童生徒・保護者が
多様な選択肢の中から、自ら確固たる意思をもっ
て学校を選ぶことができるよ
うにするためには、学校に関する情報公開と客観的な評価の仕組みの確立が不
可欠である」
と主張する�８�。その翌年には、学力調査結果の公表を「
情報公開の
一環であり、教育サー
ビスを受ける学習者及び納税者に対する説明責任」
と断
じ、その目的を「
噂や風評に依らない学習者の公正な選択を促すため」
とした�８�。
第二は、バウチャ
制ーへと発展させようとする思惑である。規制改革・民間
開放推進会議の手による「
文部科学省の義務教育改革に関する緊急提言」（
二〇
〇四年一一月）
は、「
その判断（
児童生徒、保護者の判断　引用者）
を信頼して
教育の多様性を認め、学校間の競争を促進していく」
という趣旨のもと、バウ
チャ
制ーの実現に向けた検討が不可欠である、と結んでいる。さらに、二〇〇
五年一二月には各国の動向を踏まえつつ、バウチャ
制ーを「
現実的に採り得る
改革方策」
と位置づけ、児童生徒数を基準とする予算配分方式への転換を提言
した�９�。二〇〇六年に設置された教育再生会議はこうした方向性を踏襲するものであ
っ
た。二〇〇七年一二月発表の「
第三次報告」
では、「
バウチャ
的ーな考え方を
取り入れた『
学校選択制と児童生徒数を勘案した予算配分による学校改善シス
テム』
をモデル事業として実施する」
ことを提唱し、翌一月の「
最終報告」
で
は、「
学校選択制と児童生徒数を勘案した予算配分による学校改善システム」
の
構築を取り掛かるべき事項として記している。児童生徒数に応じた予算配分が
望ましいとするスタンスに変化はないが、安倍首相の退陣を契機とした与党お
よび内閣の路線転換、文科省の根強く粘り強い反対もあっ
てか、「
バウチャ
ー」
という語が持つ勢いは弱化した。
ここまで、学校選択制がはじめて本格的に検討された臨教審以降の流れをみ
てきた。学校選択制は二〇年かけて緩やかに浸透していっ
たわけではない。世
紀転換期前後から急激に「
望ましい制度」
として喧伝され、導入が求められる
ようになっ
たのである。文科省に代わり主導権を握っ
た内閣府による「
上から」
の教育改革であっ
た。
第二節　学校選択制に対する慎重的態度
学校選択制はどの程度普及したのか。また、人々
はそれをどのようにとらえ
ていたのだろうか。諸種のデー
タに拠りながら確認していこう。
先に述べた紀宝町を嚆矢とする、学校選択制を導入している自治体は、二〇
〇四年一一月時点で小学校段階二二七（
八・八％）
、中学校段階一六一（
一一・
一％）
、二〇〇六年五月時点で前者二四〇（
一四・二％）
、後者が一八五（
一
三・九％）
である。二〇〇六年の一五％弱をどうとらえるかだが、政府の「
熱
意」
ほど普及しておらず、増加幅もそれほどではないとみることもできるし、
逆にわずか八年で一五％近くまで数値を伸ばしたと読み取ることもできる。
政府、とりわけ内閣府系の勢力が学校選択制を強く主張したのは、その浸透
がイマイチだっ
たもどかしさもあっ
たからかもしれないが、国民に支持された
政策との自信があっ
たからだろう。二〇〇五年九月に小中高生を持つ保護者を
対象に実施した調査では、学校選択制に賛成が六四・二％（
賛成二八・八、ど
ちらかといえば賛成三五・四）
、反対一〇・一％（
反対八・一、どちらかといえ
ば反対二・〇）
という結果が出ていたほどだっ
た。
しかしながら、二〇〇八年になると、学校選択制を導入していた江東区、前
橋市の両自治体は選択制の見直しを決定した。学校間の競争で教育が良くなる
（
10）
（
11）
（
12）
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はずだという図式のもとで、保護者らは選択肢の増加を歓迎していたわけだが、
彼らにはみえないところで弊害が発生し、深刻化しつつあっ
たのである。この
弊害については次章で詳しく検討する。
マスコミや政財界人といっ
た「
外部者」
だけでなく、当事者である保護者も
また、学校選択制導入によっ
て生じた問題を実感しにくいのかもしれない。品
川区が実施した選択動向に関する調査によれば、二〇〇五年度に選択制を希望
した者の割合は、小学校で二二・九％、中学校で二九・〇％であっ
たが、二〇
〇八年度になると前者が二九・八％、後者が三一・五％と増加していた。品川
区立の小中学校入学者の三割ほどが選択権を行使していたのである。
にもかかわらず、学校選択制に対し慎重な姿勢を示す自治体が増えてきた。
先に触れたように、学校選択制は一九九八年に始まっ
たが、それを導入する自
治体は二〇〇六年に小学校段階で二四〇、中学校段階で一八五にまで増えた。
ところが二〇一二年の状況をみると、前者は二四六（
一五・九％）
、後者が一九
五（
一五・六％）
と微増である。最初の八年間での増加幅が小学校で二四〇、
中学校で一八五だっ
たのに対し、二〇〇六年からの六年間ではそれぞれ六、一
〇とその勢いは完全に止まっ
てしまっ
た。
二〇一二年の二四六、一九五という数値には、「
廃止検討中または廃止を決定」
した自治体も含まれているから、実質的な増加幅はより小さいものとなる。そ
の自治体数は小学校段階で一二、中学校段階で九である。
この退潮の背後では、導入に前向きな自治体がその数を大きく減じていた。
二〇〇六年には導入検討中だっ
た自治体は小学校で五六九(三三・五％)もあっ
た
が、二〇一二年になると二六（
一・七％）
に、中学校では四八二（
三六・三％）
から一八（
一・四％）
へと激減した。二〇一〇年代になると、学校選択制を実
施しようとする自治体はほとんどなくなっ
てしまっ
たのである。
次章では、学校選択制を廃止、見直しした前橋市と江東区のケー
スを取り上
げながら、それがもたらした弊害、問題を検討しよう。
第
二
章
　
学
校
選
択
制
が
も
た
ら
し
た
問
題
第一節　前橋市のケー
ス
前橋市は二〇〇四年度より学校選択制を実施した。そのねらいは、「
各学校に
おける特色ある学校づくりを推進する」
、「
児童生徒及び保護者が学校のよさや
通学距離・安全等を考慮し、就学すべき学校を自らの意思で選択できるように
する」
ことであり、これらをとおして「
本市中学校教育全体の充実・向上を図
る」
ことが目指された。
その利用者は導入以後、毎年、前年度を上回るという増加ぶりだっ
た。初年
度の二〇〇四年度は二〇一人（
小一一六人、中八五人）
だっ
たのが、二〇〇八
年度には四六一人（
小一九八人、中二六三人）
と四年で二倍以上になっ
ている。
ところが、前橋市は二〇〇八年九月に学校選択制の見直しを決定した。すな
わち、二〇一〇年度入学者をもっ
て廃止することになっ
たのである。前橋市教
育委員会は以下の問題点をその理由としている。
その第一は「
地域自治会・子ども会育成会等、居住地域との関係の希薄化」
である。学校区と居住区との重なりにズレが生じたことで、学校区の地域の行
事へ参加する児童・生徒が少なくなり、子どもたちと地域（
学校区）
との関係
が薄れてしまっ
た。なお、前橋市に焦点をあてたものではないが、瀧井宏臣は
学校選択制の導入によっ
て生じる最大のデメリッ
トを、「
学校と地域連携の希薄
化」
とみている。
第二は、一点目に関連するが「
登下校の安全面の確保の困難化」
が挙げられ
ている。学校選択制導入直後の二〇〇四年五月にははやくも、市議会ではある
議員がその点を問いただしていた。それに対して市当局者（
指導部長）
は、「
通
学区域外から通学してくる児童生徒につきましては、保護者にもご協力をいた
だき、登下校時に安全な道を通らせるようにし、必要に応じて家庭訪問をし、
通学路の危険箇所を確認し、一人一人に個別指導を行っ
ております。なお、学
校選択が導入されたことにより、指定された学校より距離の近い学校を選んだ
保護者も多く、これまでより安全になっ
た例もございます」
と回答している。
（
13）
（
14）
（
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（
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（
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（
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（
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制度を運用していくなかで、当初の目算では対応できない事態にいたっ
たこと
になる。
第三は、「
生徒数の偏りの発生」
である。選択制導入以後、特定の学校の生徒
数が大幅に減少した。そうした学校では一人の教員が複数の科目を掛け持たな
くてはいけなくなっ
たり、部活動が成立しなくなっ
たケー
スもあっ
たという。
このように、小規模校では部活の縮小が不可避になるだけでなく、教員数の問
題から一教科に複数教員の編成が難しくなるから、必然的に小規模校は避けら
れ選択されにくくなる。
選択制導入後における動態の分析結果によれば、「
教育活動の充実には一定の
教員数が必要なことから考えれば、生徒流出による学校の小規模化はいっ
たん
始まると振興し続ける可能性」
があるとみる。二〇〇七年の市議会では、二〇
一二年度には通常入学者の半分しか入学しない中学校が出てくると予測されて
いた。第四は、「
学校選択制導入の目的から外れた状況の存在」
を指摘している。市
は既記のようなねらいのもと選択制を導入したが、実際のところ、学習状況や
生徒指導面の噂や風聞による選択といっ
た、ねらいとは別のドライブで制度が
動いていたのである。市教委は「
目的から外れた状況」
の例として、中高一貫
校の受験や附属中学校受験の対策としての選択、を報告している。
以上の四点は、市教委が公式発表した廃止の理由である。
これとは別に、学校選択制と学校統廃合との関連性を鋭く指摘する見解も出
されていた。たとえば二〇〇八年九月の市議会においては、革新系の議員が、
「（
学校選択制は　引用者）
学校間の格差を促進するもので、学校の統廃合の流
れにくみするもの」
と批判している。実際に、東京都多摩市の教委担当者はメ
ディ
アの取材に対し「
今後、統廃合は行政が決めるのではなく、学校選択制に
よっ
て、市民の側が選ぶことになっ
ていく」
との談話を残している。
前橋市においては、利用者が四年間で倍増をみせたように、学校選択制はそ
れなりに支持されていた施策であっ
た。しかし市はそれを廃止する判断をくだ
した。ニー
ズに応えるというプラス面よりも、選択制導入後に生じたマイナス
面のほうが大きかっ
たからである。
第二節　江東区のケー
ス
江東区は二〇〇二年度に学校選択制を導入した。小中学校の新一年生入学時
に限り、通学区域の指定校以外の学校を選べるようにしたのである。
学校選択制は一般に、①保護者等のニー
ズに応える、②教職員意識・学校の
取組み向上、③開かれた学校づくりの進展、といっ
たメリッ
トがあるとされる。
江東区教育委員会は、①に関しては「
学校教育への興味や関心の高まり」
があ
っ
た、②については「
教職員の意識が変わり、学校の特色づくりや独自性の創
出などに意欲的な取り組み」
がみられた、③においては「
積極的な学校情報の
提供により開かれた学校づくり」
が進んだと、それなりの成果があっ
たとする。
選択希望を出した人数の割合は、小学校では二〇〇二年度から二〇〇七年度
にかけて一二・八％から一九・六％に、中学校にいたっ
ては一七・一％から三
六・〇％へと二倍以上の伸びをみせていた。二〇〇七年度は小学校新入生の五
名に一名が、中学校においては二・八名に一名が学校選択制を利用していたの
である。二〇〇八年に教委が実施した保護者アンケー
トでも、学校選択制に
「
反対」
という割合は約五％にすぎず、区民に支持された制度であっ
た。
だが、江東区は二〇〇八年八月に学校選択制の見直しを表明した。前橋市の
ように廃止したわけではなかっ
たものの、小、中学校ともに「
指定校への入学
を原則」
としたうえで、「
小学校は原則として徒歩で通える学校までを選択範囲」
と限定するなど、制度の縮小化をはかっ
た。なお、中学校の選択制は継続とな
っ
た。なぜ、江東区は選択制を改めたのだろうか。区教委が発表した「
課題」
に拠
りながら検討していこう。
第一に、学校と地域との連帯意識の希薄化が挙げられている。通学区域が広
域化したことにより、地域との連帯意識、学校行事への関心が薄れつつあると
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いうのである。二〇〇七年には、通学区域外からの入学者が五六％を占めてい
た小学校があっ
た。また、ある中学校ではそれが七割に達していた。あきらか
に「
地域」
と児童・生徒との間に乖離がみられる。東京新聞の取材によれば、
江東区内の住民からは、「
地元以外の子供が増え、ＰＴＡ活動が難しくなっ
た」
、
「
学校で地域の行事を開催しても来てくれる人が少なくなっ
た」
という声があっ
たという。
第二に、学校規模の格差が拡大してしまっ
た。区教委は「
小規模化している
学校に対する支援の充実の必要」
性を併せて強調している。二〇〇八年の区内
小学校では、一年生から六年生までの各学年が一クラスのみで構成されている
小規模校が三校あっ
た一方で、すべて四クラスで全校生徒が八〇〇名を超える
大規模校があっ
た。同年、区内で最も入学者が多かっ
た中学校のそれは二二一
名（
六クラス）
、最少は七名と二〇〇名以上もの開きがあっ
た。
前橋市議会同様、江東区議会でも「
選択制と学校統廃合」
に対する危惧の声
があがっ
た。小規模校＝
廃校が既定路線となるならば、小規模校への支援は消
極的なまま、（
廃校まで）
諸種の格差が拡大していくおそれがある。小規模校に
在籍する児童生徒が受ける教育と、中規模以上の学校の児童生徒が受けるそれ
との間に、質的な差が生じてしまうだろう。
第三に、正当な評価で選択されていないという点である。すなわち、「
特色あ
る学校づくり」
のかけ声のもと選択制が開始されたが、実際は各校の教育目標
や教育活動よりも、立地条件、施設や設備などの優位性が選択基準として重視
される傾向が強かっ
た。
したがっ
て、選択者が少ない学校とその教員は、特色のある学校づくりがで
きていないとみなされ、不断の努力が要求される可能性が生じる。行政サイド
の「
選択制導入のねらい」
と保護者側の「
選択実情」
との間に生じているギャ
ッ
プが、教員の心身の多忙化を生み出しているわけである。山本由美も「
条件
設備が平等ではない学校間の競争は、古い施設の学校や小規模校の教師に多大
な労力を強いる上に、結局、行政側の条件整備義務の放棄につながるのではな
いだろうか」
と批判している。
第四に、学級編成や教員確保を難しくした。期限間際になっ
て、指定校や選
択校以外の学校を選ぶ児童・生徒が存在するため、なかなか入学者数が確定せ
ず、学校運営の計画が立てにくくなっ
たのである。従来的な学区内の指定校に
入学する方式では、入学者数だけでなく「
誰が入学するのか」
の予測も容易で
あるから、余裕を持っ
て新入生の受け入れ準備ができた。
学校選択制の導入に際しては、「
保護者等のニー
ズに応える」
、「
開かれた学校
づくり」
、「
特色のある学校づくり」
がその目的として打ち出された。江東区は
これらの点に関しては一定の成果があっ
たと自己評価している。その学校選択
制を見直さざるをえなかっ
たのは、導入検討時に、生じるであろう弊害が予期
できず、あるいは「
副作用」
を小さく見積もっ
ていたからだといえよう。
お
わ
り
に
本稿では、地方都市の前橋市と人口密集エリアの江東区という性格の異なっ
た二つの自治体における学校選択制の問題点を検討してきた。両自治体は他に
さきがけて選択制の廃止・見直しを表明したが、より重要なのは、双方で同じ
ような問題、弊害が起きていたということにほかならない。この二つの事例か
らいえることは、学校選択制のマイナス面や副作用は、どのような自治体にお
いても発生しうるということである。
二〇一〇年代にはいると、選択制に対し慎重な態度を示す自治体が増加した。
紀宝町が実施し、品川がそれに続いてからわずか一〇年ほどで退潮傾向となっ
たのも、選択制がはらむマイナス面が危惧されたからといえる。
どのような改革においてもプラス面とマイナス面がある。教育改革が難しい
のは、広田照幸が強調するように、改善された部分を享受する人と、副作用を
被る人が違っ
ていたりするという点である。たとえばプラス面は保護者に集中
し、マイナス面は学校現場などに寄っ
てしまうという図式であり、往々
にして、
保護者は副作用が生じていることを実感できない。
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品川区が二〇〇八年に実施した調査によれば、小中学生を持つ区民の五〇・
四％が学校選択制に満足しており（
とても満足二一・三％、やや満足二九・
一％）
、不満を持つ層（
とても不満五・八％、やや不満八・八％）
を大きく上回
っ
ている。さらに、六割を超える区民が選択制を継続してほしいと回答してい
る。二〇〇二年に学校選択制を開始した品川区は、その成功例として脚光を浴び
ることが多いが、ある校長によれば、品川区内の小中学校への異動は、島流し
に等しい「
しな流し」
と呼ばれ、おそれられているという。それを裏付けるデ
ターがある。二〇〇二年度には品川区内小中学校教員の転出希望者が八七名だ
っ
たのに対し、転入希望者はわずか九名、二〇〇四年度には、前年度に大量の
転出異動があっ
たため、約五〇名の新規採用者で補填せざるをえなかっ
た。
品川区での勤務を避けてしまうほどの「
改革のしわ寄せ」
が教員に集中して
いるとみてよい。おそらく、学校選択制を支持する層はこうしたマイナス面を
実感できていないだろう。
世紀転換期をはさんだ一〇年間の教育改革は、「
ニー
ズ」
、「
競争」
、「
評価」
を
キー
ワー
ドに進められた。コストやリスクへの配慮を欠いたばかりではなく、
教員の専門性が度外視され、「
ニー
ズ」
が過度に優先された一〇年であっ
た。
教員の専門性を無視した教育改革は有害無益である。今何よりも必要なのは、
「
ニー
ズ」
に応えていくことではなく、現場教員のリアルな声や経験を、そして
研究者の冷静な知見を教育政策の論議に反映させていくための回路である、と
いえよう。
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